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 2011（平成23）年�
	 3月	11日	 14：46	 東北地方太平洋沖地震(マグニチュード9.0、最大震度7 )発生
	 	 	 	 災害対策本部設置（自動設置）
	 	 	 14：48	 防災行政無線(石巻地区)で避難を呼び掛け
	 	 	 14：49	 気象庁が宮城県に津波警報（大津波）発表（津波の高さ6m）
	 	 	 	 防災行政無線・広報車などが避難を呼び掛け
	 	 	 15：14	 気象庁が宮城県に発表中の津波警報（大津波）の津波高さを6mから10m以上に更新
	 	 	 15：16	 金華山沖で高さ5.8mの津波
	 	 	 15：26	 鮎川浜で高さ8.6m以上の津波
	 	 	 15：30頃	 半島部と北上川河口部に大津波、多くの集落が壊滅
	 	 	 15：45頃	 石巻地区沿岸部に大津波、門脇・南浜・釜・湊・渡波などで被害甚大
	 	 	 	 南浜・門脇で津波火災発生
	 	 	 16：00頃	 各地で被害拡大、気温0.4℃ (16:00)
	 	 	 	 避難所開設、自衛隊に派遣要請、携帯電話・固定電話不通、市内全域で断水・停電、
	 	 	 	 救助活動、水・食料・物資の供給始まる
	 	 	 23：03	 宮城県 県内全市町村に災害救助法の適用を決定
	 	 	 	 気温氷点下1.0℃ (24:00) 
	 3月	12日	 沿岸・川岸の人的被害大、市街地冠水、交通寸断、続く救助活動、水・食料・物資の配送、
	 	 	 道路の救援ルート確保始まる、遺体安置所を設けるも死者数が増え続ける
	 	 	   3：10	 石巻地区広域行政事務組合消防本部に新潟市消防局指揮支援隊到着
	 	 	   6：05	 石巻赤十字病院にDMAT（災害派遣医療チーム）到着
	 	 	   6：10	 石巻市総合運動公園に緊急消防援助隊(新潟県隊)到着
	 3月	13日	 市街地冠水、交通寸断続く、電気が一部復旧、続く救助活動、食料・物資の供給
	 	 	  DMATによる市立病院からの患者搬送始まる、各地から救援物資が届き始める
	 	 	 ヘリコプターでの救援が始まる
	 3月	14日	 一部で携帯電話が復旧、市役所本庁舎付近の冠水が解消、避難所のトイレ問題が深刻化
	 	 	 市内で略奪行為の事案発生
	 3月	15日	 石巻中学校に診療所開設、石巻専修大学内に災害ボランティアセンター開設
	 	 	 いしのまき災害エフエム開局、ガソリン不足が深刻化
	 3月	16日	 全国のメディアによる取材が本格化、衛星携帯電話が市役所などに設置される
	 	 	 市役所本庁舎の電気が復旧
	 3月	17日	 自衛隊主体による物資輸送始まる、市庁舎で相談窓口を設置、
	 	 	 稲井中学校に福祉避難所開所
	 	 	 齋藤病院が民間病院としては市内で唯一診療を続ける
	 	 	 50,758人が259カ所で避難所生活（いずれも最大値） 
	 3月	19日	 石巻～仙台間の臨時バス運行始まる
	 3月	20日	 NPO・NGO連絡会が組織される
	 	 	 門脇町二丁目で218時間ぶりの救出
	 	 	 震災犠牲者の仮埋葬始まる
	 3月	21日	 水道が一部復旧(石巻地区蛇田地域・河北・桃生地区の一部)
	 3月	22日	 自衛隊による入浴支援が石巻地区広域行政事務組合消防本部脇で始まる
	 3月	23日	 延期されていた公立高校一般入試の合格発表
	 3月	24日	 網地島ライン1日1往復で再開
	 	 	 市役所本庁舎総合案内窓口開設
	 3月	27日	 市報災害臨時号発行
	 3月	28日	 応急仮設住宅の建設始まる
	 3月	30日	 三陸道の全面通行再開
	 4月	 1日	 日米合同による行方不明者の集中捜索始まる
	 4月	 7日	 宮城県沖を震源とする余震(マグニチュード7.2、最大震度6強)発生
	 	 	 気象庁が宮城県に津波警報発表（観測された津波なし）
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	 4月	10日	 菅直人首相が石巻市を訪問
	 4月	11日	 震災から1カ月、各地で黙とうを捧げる
	 	 	 市役所の一部窓口再開
	 4月	14日	 被災証明書・り災証明書、災害弔慰金、生活再建支援金申請受付始まる
	 4月	17日	 JR石巻線の一部運転再開(小牛田～前谷地駅間) 
	 4月	21日	 大部分の小・中学校で始業式・入学式
	 4月	27日	 震災復興基本方針の策定
	 4月	28日	 応急仮設住宅の入居始まる
	 5月	 7日	 市立女子商業高校で入学式
	 5月	 8日	 仮埋葬遺体の火葬始まる
	 5月	 9日	 全ての小・中学校が授業を再開
	 5月	10日	 観光物産情報センター「ロマン海遊21」が営業を再開
	 5月	19日	 JR石巻線の一部運転再開（石巻～前谷地駅間）
	 5月	23日	 市内のほぼ全域で電気が復旧
	 5月	28日	 おがつ復興市開催
	 6月	18日	 東日本大震災から百か日、石巻市総合運動公園で慰霊祭を開催
	 6月	24日	 災害に強いまちづくり（基本構想）の公表
	 7月	11日	 壊滅地域を除き、田代島をもって水道の通水作業完了
	 	 	 石巻広域クリーンセンター運転再開
	 7月	12日	 水産物地方卸売市場石巻売場が応急復旧し再開
	 7月	16日	 JR仙石線の一部運転再開（石巻～矢本駅間）
	 7月	29日	 自衛隊が撤収
	 8月	17日	 震災犠牲者仮埋葬終了　　
	 9月	28日	 仮設住宅が全戸(134団地7,153戸)完成、県内最多
	 10月	 3日	 雄勝総合支所窓口再開
	 10月	 5日	 仮設の雄勝診療所開所
	 10月	11日	 市内の避難所を全て閉鎖し一時的な待機所を開設、在宅避難者への食糧配付終了
	 10月	17日	 落橋した新北上大橋の仮橋開通　
	 11月	 1日	 食彩・感動いしのまき観光推進協議会が観光再開宣言 
	 11月	 7日	 震災復興基本計画（素案）の公表
	 11月	 9日	 仮設の寄磯診療所開所
	 11月	18日	 牡鹿地区に仮設商店街オープン
	 11月	19日	 雄勝地区に仮設商店街オープン
	 12月	 1日	 仮設石巻市夜間急患センターが旧市役所第3分庁舎跡で診療再開
	 12月	11日	 4カ所の待機所を全て閉鎖
	 12月	22日	 震災復興基本計画の策定
	 12月	23日	 きたかみ復興市開催

 2012（平成24）年�
	 1月	10日	 野田佳彦首相が石巻市を訪問
	 1月	27日	 第84回選抜高校野球大会に「21世紀枠」として石巻工業高校の初出場決定
	 2月	10日	 復興庁創設、宮城復興局石巻支所が開設
	 3月	17日	 JR石巻線の一部運転再開（石巻～渡波駅間）
	 4月	 1日	 谷川小学校が大原小学校に統合
	 5月	 1日	 震災復興推進会議の設置
	 5月	13日	 県の石巻ブロック災害廃棄物二次仮置場で仮設焼却施設が稼働
	 5月	31日	 市立病院開成仮診療所開所
	 6月	 4日	 仮設の雄勝歯科診療所開所
	 6月	 9日	 石巻まちなか復興マルシェオープン
	 6月	29日	 牡鹿保育所落成式
	 9月	 8日	 三陸道石巻北インターチェンジ（仮称）着工
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	 9月	28日	 震災に伴う国道45号の交通規制が全て解除
	 10月	18日	 JR仙石線の東北本線乗り入れが決定
	 11月	 4日	 県内最大の集団移転先となる新蛇田地区で復興土地区画整理事業の起工式
	 11月	17日	 石ノ森萬画館が再開
	 12月	 7日	 三陸沖を震源とする地震で津波警報、鮎川で津波98cmを観測
	 12月	 9日	 自衛隊の野営地となった石巻市民球場がリニューアルオープン 

 	2013（平成25）年�
	 2月	 3日	 災害（復興）公営住宅入居者募集開始
	 3月	16日	 JR石巻線の一部運転再開（渡波～浦宿駅間）
	 3月	23日	 石ノ森萬画館がリニューアルオープン
	 3月	29日	 り災・被災証明書の新規申請受付終了
	 4月	 1日	 大川中学校が河北中学校に統合
	 	 	 船越小学校が雄勝小学校に統合
	 	 	 橋浦小学校と吉浜小学校、相川小学校が統合し北上小学校に
	 4月	 3日	 災害(復興)公営住宅の入居開始
	 7月	 8日	 チビタベッキア市（イタリア）と姉妹都市締結
	 7月	29日	 安倍晋三首相が開成包括ケアセンター訪問
	 8月	25日	 河北地区長面・尾崎地域に通電
	 9月	 1日	 水産業復興特区で石巻地区桃浦の民間会社に県内初の漁業権付与
	 9月	30日	 災害廃棄物一次仮置場への受入終了
	 10月	 8日	 北上地区橋浦の共同乾燥調整貯蔵施設（カントリーエレベーター）が稼働
	 10月	26日	 福島県沖を震源とする地震で深夜に津波注意報、鮎川で津波36cmを観測
	 11月	 3日	 サン・ファン館再開

 	2014（平成26）年�
	 1月	18日	 県の石巻ブロック災害廃棄物二次仮置場で仮設焼却炉の火納め式 (災害がれきの焼却処理完了)
	 1月	19日	 子どもセンター「らいつ」開設
	 2月	 9日	 38cmの積雪、91年ぶりの大雪
	 3月	11日	 震災から3年、宮城県が条例制定後初の「みやぎ鎮魂の日」
	 3月	28日	 石巻市の災害がれき一次仮置場閉鎖
	 4月	 1日	 湊第二小学校が湊小学校に統合
	 5月	27日	 防災集団移転団地の宅地引き渡しが始まる(北上町釜谷崎地区)
	 9月	11日	 豪雨で土砂災害や床上浸水などの被害
	 9月	20日	 初の戸建て災害（復興）公営住宅が雄勝地区桑浜・大須に完成し式典
	 11月	 3日	 新蛇田地区で宅地供給開始式
	
 2015（平成27）年�
	 1月	 5日	 適応指導教室「けやき教室」の供用開始
	 3月	 1日	 英国ウィリアム王子が石巻市や女川町を訪問
	 3月	 7日	 復興まちづくり情報交流館中央館開館
	 3月	15日	 天皇皇后両陛下が㈱白謙蒲鉾店門脇工場訪問
	 3月	21日	 JR石巻線が全線運転再開
	 3月	27日	 市内初の津波避難タワーが石巻地区大宮町に完成し記念式典
	 3月	30日	 三陸道松島北～鳴瀬奥松島インターチェンジ間の4車線化が完了
	 4月	 1日	 門脇小学校が石巻小学校に統合、飯野川第一小学校と第二小学校が統合し飯野川小学校に
	 4月	 8日	 市立女子高校と市立女子商業高校が統合し桜坂高校として開校式
	 	 	 湊こども園開園式・入園式
	 4月	11日	 総合福祉会館みなと荘・湊こども園複合施設落成式
	 4月	25日	 屋台村橋通りコモン(のちのコモンシップ橋通り)がグランドオープン
	 5月	 1日	 石巻消防署西分署開庁
	 5月	30日	 JR仙石線が全線運転再開、仙石東北ラインが開業
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	 6月	27日	 国立競技場の聖火台が総合運動公園に一時移設され、点火式開催
	 	 	 第1回いしのまき復興マラソン開催（28日まで）
	 7月	21日	 稲井支所と稲井公民館を統合し複合施設として供用開始
	 9月	 1日	 水産物地方卸売市場石巻売場の復旧工事が完了し、全面供用開始
	 10月	 4日	 三陸道石巻女川インターチェンジ開通
	 11月	 3日	 新蛇田など新市街地6地区の「まちびらき」開催
	 11月	 8日	 女川消防署牡鹿出張所開庁式
	
 	2016（平成28）年�
	 1月	19日	 寄磯診療所開所
	 1月	25日	 中心市街地の再開発第1号(石巻テラス)が完成し関係者に公開
	 2月	14日	 河北総合センター「ビッグバン」にてＮＨＫのど自慢が開催され復興の状況を全国に発信
	 3月	 1日	 被災企業向け須江地区内陸型産業用地で第1号となる企業の工事着工
	 3月	 8日	 復興まちづくり情報交流館牡鹿・北上館開館
	 3月	17日	 天皇皇后両陛下が石巻市と女川町を訪問
	 3月	26日	 新蛇田南地区にJR仙石線の石巻あゆみ野駅開業
　　　　　	 市長が門脇小学校と大川小学校を震災遺構として保存することを表明
	 4月	 8日	 山口県萩市と友好都市締結
	 4月	15日	 水産物地方卸売市場牡鹿売場完成式典
	 6月	 4日	 復興まちづくり情報交流館雄勝館開館
	 6月	10日	 新北上大橋開通式
	 6月	18日	 須江地区内陸型産業用地工事完了
	 8月	18日	 東学校給食センター開所式
	 8月	27日	 石巻東消防署開庁式
	 9月	 1日	 被災して石巻駅前に移転した市立病院が診療開始
	 9月	26日	 石巻駅前に立体駐輪場完成
	 10月	22日	 被災市街地復興土地区画整理事業が行われた中央一大通り商店街で「まちびらき」開催
	 11月	22日	 福島県沖を震源とする地震で津波警報、鮎川で津波73㎝を観測
	 12月	 1日	 夜間急患センターを移転再建し診療開始

 2017（平成29）年�
	 1月	 4日	 水産総合振興センターが開館
	 1月	16日	 雄勝診療所、雄勝歯科診療所開所
	 2月	25日	 北上川河口部復旧・復興事業完成式
	 3月	19日	 被災市街地復興土地区画整理事業が行われた新門脇地区において「かどのわき復興まちびらき」開催
	 4月	 1日	 大須小学校が雄勝小学校に、大須中学校が雄勝中学校に統合
	 	 	 釜保育所、釜子育て支援センター開所式
	 4月	 2日	 市指定文化財「旧観慶丸商店」の修復が終わり開館
	 4月	 6日	 雄勝保育所開所式
	 	 	 渡波保育所開所式
	　4月	 8日	 被災した渡波中学校が移転し新校舎落成式 
	 6月	17日	 集団移転による新市街地で初の自治会組織設立(のぞみ野第二町内会)
	   6月	30日	 生鮮マーケット「いしのまき元気いちば」が石巻地区中央にオープン
	 7月	10日	 北上地区「新相川橋」開通式
	 7月	22日	 51日間の第1回リボーンアートフェスティバルが開幕
	   8月	26日	 雄勝小学校、雄勝中学校が移転し小中併設の新校舎落成式
	  11月	30日	 かわまち立体駐車場・バス駐車場供用開始

	 2018（平成30）年�
	 2月	11日	 北上観光物産交流センターオープン
	 2月	26日	 新しい県石巻合同庁舎が新蛇田南第二地区に完成し業務開始
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	 3月	11日	 北上地区慰霊碑除幕式典
	 4月	 1日	 半島沿岸部46地区65団地の集団移転団地が完成し、最後の二子団地で竣工式
	 	 	 大川小学校が二俣小学校に統合
	 	 	 荻浜小学校が万石浦小学校に統合
	 	 	 総合運動公園のフットボールフィールド、テニスコートが供用開始
	 5月	31日	 市役所隣に新設された防災センターが供用開始
	 7月	21日	 渡波海水浴場、北上白浜海水浴場が再開
	 8月	18日	 新門脇地区の被災市街地復興土地区画整理事業が完了し式典
	 9月	 8日	 かわまち交流センターオープン
	 10月	29日	 荻浜支所・荻浜公民館開所式
	 10月	25日	 女川原子力発電所1号機の廃炉が決定
	 11月	17日	 石巻バイパス2期（大瓜工区）開通
	 12月	 1日	 総合運動公園に石巻トレーニングセンター完成

 	2019（平成31・令和元）年�
	 3月	10日	 新蛇田南地区に市内最後の復興公営住宅が完成、全4,456戸の供給を終え完了式典
	 3月	11日	 雄勝地区・牡鹿地区慰霊碑完成式典
	 3月	31日	 総合運動公園のこども広場が供用開始
	　4月	 1日	 河北消防署雄勝出張所開所
	   4月	 8日	 牡鹿総合支所大原出張所開所
	 5月	 1日	 改元で平成から令和に
	 5月	 8日	 石巻駅前の歩行者デッキが通行開始
	 5月	30日	 石巻駅前にバイク駐車場が完成
	 7月	 1日	 総合運動公園の多目的広場が供用開始
	 7月	30日	 旧石巻ハリストス正教会教会堂が復元されオープニングセレモニー
	 10月	 4日	 観光物産交流施設（cottu）などが完成し、鮎川浜地区拠点エリアがプレオープン 
	 10月	11日	 大川小学校津波事故訴訟で最高裁が市と県の上告を棄却し判決が確定
	 10月	12日	 13日にかけた台風19号、市内の広範囲で大規模な冠水などの被害、死者3人
	 11月	24日	 湊北地区で「まちびらき」開催

 	2020（令和2）年�
	 1月	17日	 プレハブ応急仮設住宅からの退去完了
	 2月	 1日	 石巻駅前のにぎわい交流広場が供用開始
	 3月	20日	 東京オリンピックの聖火が松島基地に到着し、石巻南浜津波復興祈念公園に展示
	 3月	23日	 河北消防署北上出張所運用開始式
	 4月	 1日	 北上こども園供用開始
	 4月	13日	 渡波稲井トンネル貫通式
	 4月	23日	 市役所本庁舎１Ｆにイオン石巻駅前店オープン
	 5月	21日	 雄勝中心部地区拠点エリアに被災した雄勝硯伝統産業会館が再建され、観光物産交流館とともにオープン
	 5月	30日	 地域包括ケア拠点「ささえあいセンター」がオープン
	 7月	22日	 被災したおしかホエールランドを再建しオープンとなり、鮎川浜地区拠点エリアが整備完了
	 9月	10日	 新しい内海橋が開通
	 10月	 2日	 釜大街道線開通式
	 10月	10日　4月に供用開始した北上小学校や北上総合支所など北上にっこり地区拠点エリアの完成式
	 11月	 8日	 コモンシップ橋通りが閉場

 2021（令和3）年�
	 1月	13日	 蛇田支所・蛇田公民館開所式
	 1月	28日	 西中瀬橋・御所入湊線開通
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	 2月	13日	 福島県沖を震源とする地震で石巻市で最大震度6弱を観測、重傷者などの人的被害
	 3月	11日	 東日本大震災から10年
　　　　　	 石巻市慰霊碑除幕式
	 3月	22日	 雄勝総合支所等複合施設開所
	 3月	28日	 石巻南浜津波復興祈念公園開園
	 3月	30日	 渡波稲井線全線開通
	　4月	１日	 門脇中学校が石巻中学校に統合
　	 	 	 複合文化施設開館
	 　	 	 雄勝体育施設（体育館、多目的運動広場、艇庫）が供用開始
	 4月	11日	 雄勝観光物産交流館などの施設が道の駅「硯上の里おがつ」として登録され、運営を開始
	 6月	 6日	 石巻南浜津波復興祈念公園内に「みやぎ東日本大震災津波伝承館」が開館
	 6月	19日	 東京オリンピック聖火リレーが石巻で実施
	 7月	18日	 震災遺構大川小学校開場式
	 8月	30日	 南浜マリーナ供用開始
	 9月	21日	 石巻水産物地方卸売市場石巻売場が「最も長い魚市場」としてギネス世界記録認定
	 10月	 3日	 第40回全国豊かな海づくり大会が開催
	 11月	 1日	 博物館開館
	 12月	23日	 相川復興道路開通

 	2022（令和4）年 �
	 3月	24日	 門脇流留線（高盛土道路）全線開通
	 3月	30日	 石巻かわみなと大橋開通
	 	 	 震災遺構門脇小学校開館式
	 3月	31日	 南浜マリーナが「海の駅」に認定　
	 4月	23日	 旧北上川河口部復興事業完成式
	 11月	 7日	 「金華山詣」と「金華山道」が日本遺産「みちのくGOLD浪漫」に追加認定され、ホエールタウンおしかにて
	 	 	 記念式典

 	2023（令和5）年�
	 2月	25日	 東浜小学校と荻浜中学校閉校式
	 3月	25日	 第1回石巻防災・震災伝承のつどい開催
	 3月	31日	 「釜大街道線」と「石巻工業港運河線」全線開通
	 4月	 1日	 かわまち交流広場がオープン
	 8月	 4日	 第100回となる石巻川開き祭り開催（6日まで）
	 11月	 9日	 復興事業（基盤整備）完結式典

 	2024（令和6）年�
	 3月	25日	 七窪蛇田線全線開通
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2010（H22）年度 3月
住宅が多数被災

避難所開設

2011（H23）年度
4月 仮設住宅入居開始

10月 全ての避難所を閉鎖

2012（H24）年度

11月 新市街地土地区画整理事業初の起工式(新蛇田地区）①

12月

市内沿岸部の一部を災害危険区域に指定　
※災害危険区域：居住の用に供する建築物（住宅、アパート、ホ

テル、民宿、児童福祉施設、医療施設など）の新築・建替え・増
改築を禁止するもの。

3月 半島沿岸部高台住宅団地工事着工（先行17地区）

2013（H25）年度
4月 復興公営住宅(借上型）初の入居開始（根上り松地区20戸）

9月 防災集団移転促進事業・復興公営住宅に関する事前登録開始

2014（H26）年度

5月

既成市街地土地区画整理事業住居系初の工事着工
（新門脇地区）

半島沿岸部高台住宅団地初の宅地供給開始（釜谷崎地区）②

10月 復興公営住宅（市整備）半島沿岸部初の入居開始
（大須地区１戸、桑浜地区２戸）

11月

復興公営住宅（市整備）市街地部初の入居開始
（栄田地区15戸）

新市街地土地区画整理事業初の宅地引渡し開始（新蛇田・新渡
波地区）③

2015（H27）年度 11月 新市街地６地区の新町名が決定し、新蛇田地区で「まちびら
き」開催④

2016（H28）年度

6月 被災者自立再建促進プログラム策定

10月 中央一丁目地区で「まちびらき」開催

3月 新門脇地区で「まちびらき」開催

2017（H29）年度

7月 半島沿岸部の雄勝中心部地区、相川地区、鮎川浜地区造成工
事完了

9月 新市街地の造成工事完了

12月 半島沿岸部の河北地区（二子）造成工事完了⑤

2018（H30）年度

7月 復興公営住宅（半島沿岸部）整備完了

8月 新門脇地区工事竣工式

3月 復興公営住宅（市街地部）整備完了

2019（R元）年度

5月 河北地区（二子）で「まちびらき」開催

11月 湊北地区で「まちびらき」開催

1月 プレハブ仮設住宅　全入居者退去

2020（R2）年度 3月 みなし仮設住宅　全入居者退去

②釜谷崎地区

③�新蛇田団地宅地供給開始式

④�「まちびらき」において新町名の紹介

⑤二子団地

分野別の取組・出来事

1．住まいの再建

①�新蛇田地区工事着工前
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2010（H22）年度 3月 病院、福祉施設、学校などが多数被災

2011（H23）年度

5月 被災した全ての小・中・高校が、仮設や間借り校舎で授業再開

10月 心のケア事業（からころステーション）を開始

12月 仮設夜間急患センターが業務開始

2012（H24）年度 5月 市立病院が開成仮診療所で業務開始

2013（H25）年度

4月
橋浦・吉浜・相川小学校を統合し、北上小学校が開校

まちの保健室事業を開始

8月 地域包括ケアモデル事業を開始

1月 子どもセンター「らいつ」開設

2014（H26）年度 4月
湊小学校・湊第二小学校を統合し、現湊小学校校舎で再開

湊中学校・渡波小学校が現校舎で再開

2015（H27）年度
4月

市立桜坂高校開校①

総合福祉会館みなと荘・湊こども園の複合施設オープン②

1月 寄磯診療所開所

2016（H28）年度

6月 東学校給食センター完成（2学期より給食を提供）

9月 市立病院開院③

12月

釜・渡波・雄勝保育所完成

夜間急患センター開業

2016（H28）年12月までに、被災した全ての市立保育所の
復旧工事が完了

1月
雄勝診療所（雄勝歯科診療所）開所

2016（H28）年度までに、被災した全ての医療施設が復旧

3月 渡波中学校移転新築校舎完成

2017（H29）年度 7月

雄勝小学校・雄勝中学校移転新築校舎完成

2017（H29）年度までに、被災した教育施設は現地復旧、統
合、移転により再建

2018（H30）年度
4月 総合運動公園（第3工区）供用開始

10月 荻浜支所・荻浜公民館供用開始

2019（R元）年度

5月 石巻駅前の歩行者デッキおよび地区内道路供用開始

2月 石巻駅前のにぎわい交流広場供用開始

3月

ささえあいセンター完成④

北上にっこり地区拠点施設（北上小学校、北上総合支所、北上
公民館、放課後児童クラブ、北上こども園、河北消防署北上出
張所）完成

2020（R2）年度

1月 複合文化施設完成⑤

2月
雄勝体育施設（体育館、多目的運動広場、艇庫）完成

雄勝総合支所・雄勝公民館完成

2021（R3）年度 11月 博物館オープン

2022（R4）年度 4月 雄勝・北上・牡鹿地区健康づくりパーク完成

2023（R5）年度 4月 河北地区健康づくりパーク完成

①�市立桜坂高校

②�総合福祉会館みなと荘・湊こども
園複合施設

③�市立病院

④ささえあいセンター

⑤�複合文化施設

2．医療・福祉・教育の再生
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3．産業の復興
2010（H22）年度 3月 漁港、水産加工団地、商店、農地の冠水など大きな被害

2011（H23）年度

11月 牡鹿地区鮎川浜に「おしかのれん街」、雄勝地区伊勢畑に「お
がつ店こ屋街」（いずれも仮設商店街）開設

12月 石巻立町復興ふれあい商店街（仮設商店街）開設

2月 民間投資促進特区（ものづくり産業版）認定

2012（H24）年度 6月 石巻まちなか復興マルシェ（仮設商店街）開設

2013（H25）年度

4月 石巻地区桃浦にて、初の水産業復興特区（グループ補助）認定

10月
北上カントリーエレベーター供用開始①

水産物地方卸売市場石巻売場工事開始

12月 蛇田地区、須江地区施設園芸団地営農開始②

2014（H26）年度

4月
石巻泊浜太陽光発電所営業開始

大川地区施設園芸団地営農開始

7月 ６次産業化・地産地消推進センター設置

9月 産業系土地区画整理事業初の工事着工（湊西地区）

2015（H27）年度

6月 北上地区で新たな特産品としてのオリーブの試験栽培開始

9月
大川発電所営業開始

水産物地方卸売市場石巻売場全棟供用開始③

11月 水産業担い手センター運営事業の業務委託開始

3月 水産物地方卸売市場牡鹿売場・牡鹿製氷冷蔵庫完成

2016（H28）年度

4月 河北地区でオリーブの試験栽培開始

5月
河北地区長面で被災後初の作付け開始

須江地区産業用地完成④

8月 北上地区釜谷崎で次世代施設園芸宮城拠点が完成（11月より
出荷開始）

12月 不動町産業用地完成

1月 水産総合振興センター完成⑤

2017（H29）年度
4月 北上地区でオリーブの苗木250本を定植

5月 牡鹿地区谷川浜で被災後初の作付け開始

2018（H30）年度

5月 農業担い手センター開所

6月 北上地区でオリーブの苗木1,150本を定植

9月 魚町水産加工共同排水処理施設災害復旧工事完了

11月 北上地区などでオリーブ収穫（約84ｋｇ）

2019（R元）年度 11月
北上地区などでオリーブ収穫（約105ｋｇ）

オリーブ加工施設完成

2020（R2）年度

5月 2020（R2）年5月までに、店舗の移転・再建などにより全ての
仮設商店街が閉鎖

11月
北上地区などでオリーブ収穫（約519ｋｇ）

湊西地区産業用地完成

3月
上釜南部地区産業用地完成

2020（R2）年度までに全ての市管理漁港施設の復旧が完了

2021（R3）年度 9月 水産物地方卸売市場石巻売場が「最も長い魚市場」として
ギネス世界記録認定

2022（R4）年度 3月 下釜南部地区産業用地完成

①北上カントリーエレベーター

②蛇田地区施設園芸団地

③水産物地方卸売市場石巻売場

④�須江地区産業用地で造成工
事完成式典

⑤水産総合振興センター
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2010（H22）年度 3月 観光施設が多数被災

2011（H23）年度 8月 石巻川開き祭りを規模縮小して開催

2012（H24）年度

7月 マンガアイランド再開

10月 いしのまき大漁まつり再開

11月 石ノ森萬画館再開①

12月 きたかみ復興市を新たに開催

2013（H25）年度

5月 金華山定期航路再開

7月 網地白浜海水浴場再開

10月
おがつホタテまつり再開

牡鹿鯨まつり再開

11月
サン・ファン館再開

ツール・ド･東北初開催

2014（H26）年度
8月 石巻川開き祭りに孫兵衛船競漕復活

3月 三陸復興国立公園に新たに気仙沼から石巻の区間が編入

2015（H27）年度
5月 仙石線・仙石東北ライン全線開通（記念イベント開催）

6月 第１回いしのまき復興マラソン開催

2016（H28）年度
7月 Reborn-Art Festival × ap bank fes 2016開催

3月 金華山休憩所完成

2017（H29）年度

4月
（一社）石巻圏観光推進機構設立

旧観慶丸商店開館

6月 いしのまき元気いちばがオープン②

7月 Reborn-Art Festival 2017開催

11月
かわまち立体駐車場・バス駐車場完成

旧観慶丸商店再開館

2月 北上観光物産交流センターがオープン

2018（H30）年度

7月 渡波海水浴場・北上白浜海水浴場再開

9月
かわまち交流センター「かわべい」オープン③

大型客船ダイヤモンド・プリンセス初寄港

10月
かわまち交通広場供用開始

半島沿岸部雄勝中心部地区・鮎川浜地区拠点整備事業合同安
全祈願祭挙行

2019（R元）年度

4月 北上白浜ビーチパークオープン

8月

かわまち交流拠点「堤防一体空間」供用開始

旧石巻ハリストス正教会教会堂一般公開開始

Reborn-Art Festival 2019開催

10月 鮎川浜地区拠点エリアの観光物産交流施設「cottu」・牡鹿半
島ビジターセンター（環境省事業）オープン④

2020（R2）年度

5月 雄勝硯伝統産業会館、観光物産交流館（おがつ・たなこや）オー
プン⑤

7月 おしかホエールランドオープン

3月

石巻南浜津波復興祈念公園開園

十八成浜ビーチパークオープン

2020（R2）年度までに全ての観光施設がオープン

2021（R3）年度
4月 道の駅「硯上の里おがつ」オープン

8月 Reborn-Art Festival 2021開催

2022（R4）年度 4月 Reborn-Art Festival 2022開催

2023（R5）年度 4月 かわまち交流広場オープン

②いしのまき元気いちば

①�約1年8カ月ぶりに再開した石ノ森
萬画館

③�かわまち交流センター「かわべい」

④観光物産交流施設「cottu」

⑤雄勝硯伝統産業会館

4．観光の復興
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　・設置場所	 石巻専修大学構内（借用）（被災直後～2011（平成23）年11月末）
	 	 旧石巻市勤労者余暇活用センター「明友館」（2011（平成23）年12月～2014（平成26）年3月末）
	 	 ※2014（平成26）年3月末閉所
　・受入人数	 116,670人

①災害ボランティアセンター

・受入人数	 170,000人超

※上記のほか、独自に活動されたボランティアも多数おりました。

②ＮＰＯ等団体支援

1．災害ボランティアの状況
全国からの支援

石巻市災害ボランティアセンター事業報告書P19「都道府県別ボランティア実績（外国を含む）」（社会福祉法人石巻市社会福祉協議会）を加
工し作成。

❖都道府県別ボランティア実績（外国を含む）
No. 都道府県 人数（人）

1 北海道 513 

2 青森県 84 

3 岩手県 80 

4 宮城県 8,795 

5 秋田県 498 

6 山形県 7,042 

7 福島県 177 

8 茨城県 8,211 

9 栃木県 5,532 

10 群馬県 1,054 

11 埼玉県 4,564 

12 千葉県 13,885 

13 東京都 21,540 

14 神奈川県 6,675 

15 新潟県 1,140 

16 富山県 191 

17 石川県 861 

No. 都道府県 人数（人）

18 福井県 261 

19 山梨県 370 

20 長野県 723 

21 岐阜県 922 

22 静岡県 1,172 

23 愛知県 12,667 

24 三重県 544 

25 滋賀県 324 

26 京都府 826 

27 大阪府 6,756 

28 兵庫県 6,944 

29 奈良県 237 

30 和歌山県 68 

31 鳥取県 180 

32 島根県 185 

33 岡山県 166 

34 広島県 227 

No. 都道府県 人数（人）

35 山口県 108 

36 徳島県 71 

37 香川県 182 

38 愛媛県 93 

39 高知県 51 

40 福岡県 492 

41 佐賀県 62 

42 長崎県 56 

43 熊本県 95 

44 大分県 96 

45 宮崎県 51 

46 鹿児島県 85 

47 沖縄県 62 

48 海外国籍
住所未記入 1,752

合計 116,670 
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※各数値延べ数。
※�本表およびP392の表は、地方自治法第252条の17の規定に基づく中長期職員派遣の一覧です。発災直後は、多数の自治体などから当該規定によらな
い人的支援をいただきました。

年度

派遣団体数 職種別派遣者数（人）

都道
府県

特別
区

市町
村 計

ケース
ワー
カー

一般
事務職

機械
技師

建築
技師

電気
技師

土木
技師 化学 保健師 計

2011（H23） 0 0 21 21 2 9 3 7 3 24 0 3 51

2012（H24） 4 4 48 56 6 47 5 18 5 69 2 7 159

2013（H25） 3 4 59 66 6 77 5 22 6 75 3 4 198

2014（H26） 5 4 71 80 6 101 5 17 9 93 0 4 235

2015（H27） 5 4 63 72 7 87 5 24 5 87 0 3 218

2016（H28） 4 5 59 68 8 85 7 22 3 75 0 7 207

2017（H29） 8 6 57 71 6 90 3 20 1 68 0 5 193

2018（H30） 7 5 59 71 8 85 1 16 0 65 0 2 177

2019（R元） 7 6 50 63 5 72 1 15 0 52 0 3 148

2020（R2） 7 5 39 51 2 54 1 10 0 47 0 2 116

2021（R3） 6 4 15 25 2 23 0 2 0 22 0 0 49

2022（R4） 4 2 6 12 2 8 0 0 0 12 0 0 22

2023（R5） 4 1 4 9 2 5 0 0 0 5 0 0 12

合計 64 50 551 665 62 743 36 173 32 694 5 40 1,785

❖派遣団体数および職種別派遣者数（2023（令和5）年12月末日現在）

2．他自治体からの派遣状況
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No. 都道府県 派遣団体名 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 合計
1

北海道
札幌市 4 4 3 11

2 苫小牧市 2 2
3 石狩市 1 1 1 1 1 5
4

青森県
青森県 1 1 1 1 1 5

5 青森市 1 1
6 五所川原市 1 1 1 3
7

宮城県

宮城県 32 47 57 45 34 35 32 26 20 11 6 3 348
8 仙台市 2 3 2 6 8 6 6 5 3 1 1 43
9 大崎市 1 1 1 1 4

10 大和町 1 1
11 美里町 1 1 2
12

秋田県
秋田県 1 1

13 秋田市 3 2 2 1 1 1 1 1 1 1 14
14 横手市 1 1 1 1 4
15

山形県
鶴岡市 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 13

16 新庄市 1 1 1 3
17 河北町 2 1 1 1 5
18 茨城県 常陸太田市 1 1
19

群馬県

群馬県 2 2 2 1 7
20 桐生市 2 5 3 3 3 2 2 2 1 23
21 太田市 2 4 3 2 2 2 2 1 18
22 渋川市 1 1 1 1 1 1 1 1 8
23 中之条町 2 2
24 みなかみ町 1 1 1 1 1 1 1 1 8
25

埼玉県
さいたま市 1 1 2

26 川越市 2 1 1 2 2 1 1 1 11
27

千葉県

千葉市 2 4 5 5 6 5 5 3 1 36
28 船橋市 1 1 2 2 1 2 1 10
29 松戸市 1 1 1 1 4
30 柏市 2 2
31 印西市 1 1 1 3
32 南房総市 1 1 1 1 1 5
33 野田市 1 1
34

東京都

東京都 4 4 4 4 4 4 4 2 2 1 33
35 中央区 4 4 3 3 3 3 3 3 3 29
36 文京区 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10
37 台東区 1 1 1 1 4
38 墨田区 1 1 1 1 1 5
39 渋谷区 1 1 1 1 1 1 6
40 中野区 2 2 3 4 5 3 3 2 24
41 葛飾区 2 2 2 2 2 2 2 1 15
42 日野市 1 1 1 1 1 1 1 1 1 9
43 狛江市 1 1 1 3
44

神奈川県

神奈川県 2 8 7 7 5 8 7 3 2 1 50
45 横浜市 1 4 3 3 3 3 3 3 2 1 1 27
46 相模原市 1 2 3 4 4 4 4 4 3 2 2 2 2 37
47 平塚市 3 10 6 5 4 4 4 4 4 4 2 1 1 52
48 鎌倉市 1 1
49 厚木市 1 2 3
50 海老名市 1 1 1 1 4
51 大井町 1 1 2
52

新潟県

新潟市 6 5 5 5 5 5 3 2 2 1 39
53 十日町市 1 1 1 3
54 上越市 2 2 1 2 2 2 2 1 14
55 佐渡市 1 1
56

富山県
滑川市 1 1 2 4

57 射水市 1 1 2
58 石川県 小松市 1 1 2
59 福井県 敦賀市 1 1 1 1 1 1 6
60

長野県
松本市 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11

61 諏訪市 1 1 2

❖団体別派遣職員数（2023（令和5）年12月末日現在） （単位：人）
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No. 都道府県 派遣団体名 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 合計
62

静岡県

静岡市 2 2 2 2 2 1 1 1 13
63 浜松市 3 3 3 3 3 2 2 2 1 22
64 沼津市 1 1 1 1 1 1 6
65 富士市 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 13
66 焼津市 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10
67 掛川市 1 1 1 1 1 1 1 1 1 9
68 湖西市 1 1 1 1 1 5
69 菊川市 1 1
70

愛知県

愛知県 1 1 1 1 4
71 豊橋市 2 2 2 2 2 2 2 1 1 16
72 豊川市 2 1 1 1 1 1 1 1 1 10
73 刈谷市 1 1 1 1 1 1 1 1 1 9
74 安城市 2 1 1 1 1 1 1 1 9
75 常滑市 1 1
76 北名古屋市 1 1 2
77

三重県

四日市市 1 1 2
78 桑名市 1 1 1 3
79 鈴鹿市 2 2 1 2 1 8
80 伊賀市 1 1 1 1 1 5
81 菰野町 1 2 2 1 1 1 1 1 1 11
82 滋賀県 大津市 1 1 1 1 1 1 1 1 1 9
83

京都府

京都府 1 1
84 京都市 3 6 8 9 8 6 4 4 3 3 54
85 福知山市 2 2 4
86 舞鶴市 1 1 2
87 大山崎町 1 1
88 久御山町 1 1
89 精華町 1 1
90

大阪府

大阪市 15 15 15 13 12 9 8 8 4 99
91 堺市 4 9 9 10 8 7 4 3 1 55
92 枚方市 1 1 2
93 和泉市 1 1 2
94

兵庫県

兵庫県 1 5 7 9 12 15 13 13 13 6 3 1 98
95 神戸市 2 6 5 5 6 5 2 1 1 33
96 姫路市 9 12 3 3 3 3 3 3 3 2 1 45
97 芦屋市 2 2 2 2 2 1 2 2 2 17
98 高砂市 1 1 2
99 三田市 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 11

100 鳥取県 倉吉市 1 1 2
101

岡山県
岡山市 1 1 1 1 1 1 1 7

102 新見市 3 3 3 2 2 13
103

広島県
広島市 2 2 4 3 3 3 3 2 1 23

104 府中市 1 1 1 1 1 5
105 香川県 丸亀市 1 1 1 1 1 1 1 1 8
106 愛媛県 松山市 1 1
107

高知県
高知県 1 1 2 1 1 6

108 高知市 2 3 4 4 2 2 1 1 19
109 佐賀県 嬉野市 1 1 1 1 1 1 6
110

長崎県
平戸市 2 2

111 松浦市 1 1 1 3
112 対馬市 2 3 3 2 1 1 1 13
113 熊本県 八代市 2 3 4 4 3 2 1 2 1 22
114

大分県
大分市 1 2 3

115 中津市 1 1 2 2 1 7
116 玖珠町 1 1 1 3
117

鹿児島県
鹿児島市 3 6 5 4 4 4 4 2 2 2 2 38

118 薩摩川内市 1 1 1 1 1 5
各年度延べ人数 51 159 198 235 218 207 193 177 148 116 49 22 12 1,785

（単位：人）
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　本震災の被災者に対し、義援金受付団体（日本赤十字社、中央共同募金会、日本放送協会、NHK厚生文
化事業団）、宮城県および本市に寄せられた義援金を、宮城県災害義援金配分委員会、石巻市災害義援金
配分委員会において決定した基準により配分しました。

3．東日本大震災災害義援金

❖災害義援金支給状況
1次配分 2次配分 3次配分 4次配分 5次配分 6次配分 7次配分 8次配分 9次配分 10次配分 11次配分 12次配分 13次配分 合計 総額

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円）

義援金
受付団体分

36,542 10,626,450 36,466 17,410,260 50,287 6,900,450 66,094 3,917,740 34,941 1,814,610 65,427 755,150 62,888 729,125 61,699 356,996 60,857 352,145 50,545 160,563 31,968 140,250 31,455 138,049 31,050 173,708 620,219 43,475,496

1,262,941 51,438,269
宮城県受付分 36,472 3,350,310 33,954 1,640,540 29,731 886,120 20,333 203,330 33,269 166,345 33,081 165,405 32,184 47,272 31,747 46,639 27,713 27,713 27,280 27,280 26,826 26,826 26,319 31,259 ― ― 358,909 6,619,039

石巻市受付分 36,525 386,820 46,981 378,975 32,437 356,807 35,768 114,918 32,831 51,108 32,466 13,355 31,950 19,605 31,417 11,966 3,438 10,180 ― ― ― ― ― ― ― ― 283,813 1,343,734

❖災害義援金配分一覧
石巻市の配分 １次 ２次 ３次 ４次 ５次 ６次 ７次 ８次 ９次 １０次 １１次 １２次 １３次 １４次

合計
支給対象/配分元・次

団
体

団
体

宮
城
県

宮
城
県

石
巻
市

第
2
次
配
分
額

団
体

石
巻
市

第
3
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

第
4
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

石
巻
市

第
5
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

第
6
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

石
巻
市

第
7
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

第
8
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

石
巻
市

第
9
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

石
巻
市

第
10
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

石
巻
市

第
11
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

石
巻
市

第
12
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

第
13
次
配
分
額

石
巻
市

第
14
次
配
分
額1次 2次 1次 2次 1次 3次 2次 4次 3次 5次 4次 3次 6次 5次 7次 6次 4次 8次 7次 9次 8次 5次 10次 9次 6次 11次 10次 7次 12次 11次 8次 13次 12次 9次

人的
被害
※1

死亡・行方不明者 35 50 15 ― 1.5 66.5 10 ― 10 5 ― 5 2 ― ― 2 1 0.5 1.5 1 0.5 0.5 2 0.5 0.5 1 0.5 0.5 0.2 1.2 0.5 ― 0.05 0.55 0.5 ― 0.15 0.65 0.5 ― 0.05 0.55 0.6373 ― 0.6373 0.2961 0.2961 126.8834

災害障害見舞金支給対象者 0 ― 10 ― 1 11 10 ― 10 ― ― 0 2 ― ― 2 1 0.5 1.5 1 0.5 0.5 2 0.5 0.5 1 0.5 0.5 0.2 1.2 0.5 ― 0.05 0.55 0.5 ― 0.15 0.65 0.5 ― 0.05 0.55 0.6373 ― 0.6373 ― 0 31.0873

住
家
被
害 

※
２

全
壊

津波浸水区域外 35 50 10 5 1 66 ― 0.5 0.5 7 ― 7 ― ― 1.1 1.1 2 ― 2 2 ― 0.3 2.3 1 ― 1 1 ― 0.15 1.15 0.5 ― 0.04 0.54 0.5 ― 0.05 0.55 0.5 ― 0.04 0.54 0.6373 ― 0.6373 ― 0 118.3173

津波浸水区域内 35 50 10 5 1 66 20 0.5 20.5 14 3 17 6 1 1.1 8.1 2.5 0.5 3 2.5 0.5 0.3 3.3 1.4 0.1 1.5 1.4 0.1 0.15 1.65 0.6 0.1 0.04 0.74 0.5 0.1 0.05 0.65 0.5 0.1 0.04 0.64 0.6373 0.1508 0.7881 ― 0 158.8681

津波浸水区域内かつ
仮設住宅等未利用世帯 35 50 10 5 1 66 30 0.5 30.5 14 3 17 6 1 1.1 8.1 2.5 0.5 3 2.5 0.5 0.3 3.3 1.4 0.1 1.5 1.4 0.1 0.15 1.65 0.6 0.1 0.04 0.74 0.5 0.1 0.05 0.65 0.5 0.1 0.04 0.64 0.6373 0.1508 0.7881 ― 0 168.8681

大
規
模
半
壊

津波浸水区域外 18 47 7 3 1 58 ― 0.5 0.5 5 ― 5 ― ― 1.1 1.1 1.5 ― 1.5 1.5 ― 0.3 1.8 0.5 ― 0.5 0.5 ― 0.15 0.65 0.3 ― 0.04 0.34 0.3 ― 0.05 0.35 0.3 ― 0.03 0.33 0.3823 ― 0.3823 ― 0 88.4523

津波浸水区域内 18 47 7 3 1 58 10 0.5 10.5 9 3 12 5 ― 1.1 6.1 2 0.5 2.5 2 0.5 0.3 2.8 0.7 0.1 0.8 0.7 0.1 0.15 0.95 0.3 0.1 0.04 0.44 0.3 0.1 0.05 0.45 0.3 0.1 0.03 0.43 0.3823 0.1508 0.5331 ― 0 113.5031

津波浸水区域内かつ
仮設住宅等未利用世帯 18 47 7 3 1 58 20 0.5 20.5 9 3 12 5 ― 1.1 6.1 2 0.5 2.5 2 0.5 0.3 2.8 0.7 0.1 0.8 0.7 0.1 0.15 0.95 0.3 0.1 0.04 0.44 0.3 0.1 0.05 0.45 0.3 0.1 0.03 0.43 0.3823 0.1508 0.5331 ― 0 123.5031

半
壊

津波浸水区域外 18 27 2 3 1 33 ― 0.5 0.5 3 ― 3 ― ― 1.1 1.1 1 ― 1 ― ― 0.3 0.3 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― 0 56.9

津波浸水区域内 18 27 2 3 1 33 5 0.5 5.5 5 2 7 4 ― 1.1 5.1 1.5 0.5 2 0.5 0.5 0.3 1.3 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― 0 71.9

一部損壊 0 ― ― ― ― 0 ― 1.5 1.5 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― 0 1.5

震災孤児※3 0 ― 50 ― 5 55 ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― 0 55

母子・父子世帯（震災で母子父子、
または震災時に母子父子で半壊以上）※4 0 ― ― 20 ― 20 10 ― 10 ― ― 0 5 1 ― 6 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― 0 36

高齢者施設等入所者
（大規模半壊以上）※5 0 ― ― 10 ― 10 10 ― 10 ― ― 0 5 1 ― 6 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― 0 26

※「津波浸水区域」とは、2011（平成23）年度固定資産税および都市計画税の課税免除指定区域をいう。
※「団体」は、義援金受付団体（日本赤十字社、中央共同募金会、日本放送協会、NHK厚生文化事業団）の略。
※１　死亡者・行方不明者・災害障害見舞金支給対象者１人当たりの金額
※２　住家１戸当たりの金額（１戸の住家に複数の世帯が居住している場合、その代表の世帯主に配分）
※３　震災孤児１人当たりの金額
※４　母子・父子世帯１世帯当たりの金額
※５　高齢者施設・障害者施設入所者１人当たりの金額
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1次配分 2次配分 3次配分 4次配分 5次配分 6次配分 7次配分 8次配分 9次配分 10次配分 11次配分 12次配分 13次配分 合計 総額

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円）

義援金
受付団体分

36,542 10,626,450 36,466 17,410,260 50,287 6,900,450 66,094 3,917,740 34,941 1,814,610 65,427 755,150 62,888 729,125 61,699 356,996 60,857 352,145 50,545 160,563 31,968 140,250 31,455 138,049 31,050 173,708 620,219 43,475,496

1,262,941 51,438,269
宮城県受付分 36,472 3,350,310 33,954 1,640,540 29,731 886,120 20,333 203,330 33,269 166,345 33,081 165,405 32,184 47,272 31,747 46,639 27,713 27,713 27,280 27,280 26,826 26,826 26,319 31,259 ― ― 358,909 6,619,039

石巻市受付分 36,525 386,820 46,981 378,975 32,437 356,807 35,768 114,918 32,831 51,108 32,466 13,355 31,950 19,605 31,417 11,966 3,438 10,180 ― ― ― ― ― ― ― ― 283,813 1,343,734

石巻市の配分 １次 ２次 ３次 ４次 ５次 ６次 ７次 ８次 ９次 １０次 １１次 １２次 １３次 １４次

合計
支給対象/配分元・次

団
体

団
体

宮
城
県

宮
城
県

石
巻
市

第
2
次
配
分
額

団
体

石
巻
市

第
3
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

第
4
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

石
巻
市

第
5
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

第
6
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

石
巻
市

第
7
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

第
8
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

石
巻
市

第
9
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

石
巻
市

第
10
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

石
巻
市

第
11
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

石
巻
市

第
12
次
配
分
額

団
体

宮
城
県

第
13
次
配
分
額

石
巻
市

第
14
次
配
分
額1次 2次 1次 2次 1次 3次 2次 4次 3次 5次 4次 3次 6次 5次 7次 6次 4次 8次 7次 9次 8次 5次 10次 9次 6次 11次 10次 7次 12次 11次 8次 13次 12次 9次

人的
被害
※1

死亡・行方不明者 35 50 15 ― 1.5 66.5 10 ― 10 5 ― 5 2 ― ― 2 1 0.5 1.5 1 0.5 0.5 2 0.5 0.5 1 0.5 0.5 0.2 1.2 0.5 ― 0.05 0.55 0.5 ― 0.15 0.65 0.5 ― 0.05 0.55 0.6373 ― 0.6373 0.2961 0.2961 126.8834

災害障害見舞金支給対象者 0 ― 10 ― 1 11 10 ― 10 ― ― 0 2 ― ― 2 1 0.5 1.5 1 0.5 0.5 2 0.5 0.5 1 0.5 0.5 0.2 1.2 0.5 ― 0.05 0.55 0.5 ― 0.15 0.65 0.5 ― 0.05 0.55 0.6373 ― 0.6373 ― 0 31.0873

住
家
被
害 

※
２

全
壊

津波浸水区域外 35 50 10 5 1 66 ― 0.5 0.5 7 ― 7 ― ― 1.1 1.1 2 ― 2 2 ― 0.3 2.3 1 ― 1 1 ― 0.15 1.15 0.5 ― 0.04 0.54 0.5 ― 0.05 0.55 0.5 ― 0.04 0.54 0.6373 ― 0.6373 ― 0 118.3173

津波浸水区域内 35 50 10 5 1 66 20 0.5 20.5 14 3 17 6 1 1.1 8.1 2.5 0.5 3 2.5 0.5 0.3 3.3 1.4 0.1 1.5 1.4 0.1 0.15 1.65 0.6 0.1 0.04 0.74 0.5 0.1 0.05 0.65 0.5 0.1 0.04 0.64 0.6373 0.1508 0.7881 ― 0 158.8681

津波浸水区域内かつ
仮設住宅等未利用世帯 35 50 10 5 1 66 30 0.5 30.5 14 3 17 6 1 1.1 8.1 2.5 0.5 3 2.5 0.5 0.3 3.3 1.4 0.1 1.5 1.4 0.1 0.15 1.65 0.6 0.1 0.04 0.74 0.5 0.1 0.05 0.65 0.5 0.1 0.04 0.64 0.6373 0.1508 0.7881 ― 0 168.8681

大
規
模
半
壊

津波浸水区域外 18 47 7 3 1 58 ― 0.5 0.5 5 ― 5 ― ― 1.1 1.1 1.5 ― 1.5 1.5 ― 0.3 1.8 0.5 ― 0.5 0.5 ― 0.15 0.65 0.3 ― 0.04 0.34 0.3 ― 0.05 0.35 0.3 ― 0.03 0.33 0.3823 ― 0.3823 ― 0 88.4523

津波浸水区域内 18 47 7 3 1 58 10 0.5 10.5 9 3 12 5 ― 1.1 6.1 2 0.5 2.5 2 0.5 0.3 2.8 0.7 0.1 0.8 0.7 0.1 0.15 0.95 0.3 0.1 0.04 0.44 0.3 0.1 0.05 0.45 0.3 0.1 0.03 0.43 0.3823 0.1508 0.5331 ― 0 113.5031

津波浸水区域内かつ
仮設住宅等未利用世帯 18 47 7 3 1 58 20 0.5 20.5 9 3 12 5 ― 1.1 6.1 2 0.5 2.5 2 0.5 0.3 2.8 0.7 0.1 0.8 0.7 0.1 0.15 0.95 0.3 0.1 0.04 0.44 0.3 0.1 0.05 0.45 0.3 0.1 0.03 0.43 0.3823 0.1508 0.5331 ― 0 123.5031

半
壊

津波浸水区域外 18 27 2 3 1 33 ― 0.5 0.5 3 ― 3 ― ― 1.1 1.1 1 ― 1 ― ― 0.3 0.3 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― 0 56.9

津波浸水区域内 18 27 2 3 1 33 5 0.5 5.5 5 2 7 4 ― 1.1 5.1 1.5 0.5 2 0.5 0.5 0.3 1.3 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― 0 71.9

一部損壊 0 ― ― ― ― 0 ― 1.5 1.5 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― 0 1.5

震災孤児※3 0 ― 50 ― 5 55 ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― 0 55

母子・父子世帯（震災で母子父子、
または震災時に母子父子で半壊以上）※4 0 ― ― 20 ― 20 10 ― 10 ― ― 0 5 1 ― 6 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― 0 36

高齢者施設等入所者
（大規模半壊以上）※5 0 ― ― 10 ― 10 10 ― 10 ― ― 0 5 1 ― 6 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― ― 0 ― ― 0 ― 0 26

（単位：万円）
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■災害復旧費寄附金の使い道
●観光関係
　・�全国の皆さんに本市ヘ来てもらうため、石ノ森萬画館のリニューアルや被災後の内容に修正した観光案

内板の設置を行いました。
　・音楽やアートでまちを明るく元気にするため、音楽祭やリボーンアートフェスティバルを開催しました。
　・半島地域の拠点となる観光物産交流施設に備品などを購入しました。
●漁業・水産業
　・水揚量の早期回復と安定を図るため、アワビやシジミなどの稚貝を放流する事業を支援しました。
●市民の憩い
　・�市民の安全と交流の場を確保するため、牧山市民の森に一時避難所としての機能を備えた防災遊具な
どの新設と、老朽化した遊具の復旧を行いました。

●教育関係
　・被災した小・中学校などの教材備品などを購入しました。
　・小・中学校や公民館、体育施設などの再建に併せて備品などを購入しました。
●文化
　・�被災した石巻市民会館と石巻文化センターの後継施設となる複合文化施設の備品を購入しました。
●保育
　・新設された幼保連携型認定こども園である北上こども園に保育用備品を購入しました。
●公園
　・石巻南浜津波復興祈念公園に遊具などを設置しました。
●防災
　・本震災を踏まえ、物資の必要数を再検討し、避難所などに災害用備蓄品を配備しました。
　・避難先の情報が記載された防災サインを市内各所に設置しました。
●コミュニティ支援
　・�地域コミュニティの再生を支援するため、新しく整備した集会所に、必要な備品を購入する経費を補助し
ました。

4．寄附金　

年度 件数 金額（円）
2010（H22） 4 10,700,000
2011（H23） 1,148 820,347,688
2012（H24） 　 584 264,739,810
2013（H25） 　370 　82,893,345
2014（H26） 　285 　79,393,176
2015（H27） 　197 　71,774,997
2016（H28） 　146 　25,249,018
2017（H29） 　118 　15,803,325

年度 件数 金額（円）
2018（H30） 　102 　14,805,823
2019（R元） 　80 　37,890,263
2020（R2） 　81 　10,889,244
2021（R3） 　68 　4,740,829
2022（R4） 　51 　7,037,088
2023（R5） 　27 6,696,392

合計 3,261 1,452,960,998

❖災害復旧費寄附金の状況（2023（令和5）年12月末現在）
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　復旧・復興に係る主な事業費の総額は、約1兆2,309億円を予定しています（2023（令和5）年3月末現在）。
震災前（2011（平成23）年度）の本市の一般会計歳出予算は617.5億円であり、市の一般会計予算のおよ
そ20年分に相当します。

総額 約1兆2,309億円

復旧事業費
約3,625億円

復興事業費
約8,219億円

その他 約465億円

災害廃棄物処理
1,887億円

産業
734億円

教育・文化
323億円

その他 116億円

公共土木施設
565億円

公共土木施設
2,670億円

災害公営住宅
1,504億円被災者再建支援

1,302億円

防災集団移転
956億円

産業 871億円

土地区画整理 355億円

健康・医療・福祉 194億円 教育・文化 120億円
その他 247億円

復旧・復興に係る事業費

※数値は2023（令和5）年3月末日現在のもの。
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東日本大震災復興交付金
　東日本大震災復興交付金は、東日本大震災復興特別区域法にもとづき、本震災により著しい被害を受けた
地域における復興地域づくりに必要な事業を一括化し、一つの事業計画の提出により被災地方公共団体へ
交付金を交付するものです。

①基幹事業
　被災地方公共団体の復興地域づくりに必要なハード事業を幅広く４０事業（文部科学省４事業、厚生労
働省３事業、農林水産省９事業、国土交通省２３事業、環境省１事業）に一括化したもので、住まいの確保に
関する事業、道路事業、水産・漁港関係事業、下水道事業、農地整備事業などに配分されました。

②効果促進事業
　基幹事業に関連して被災地方公共団体が自主的かつ主体的に実施する事業であり、使途の自由度の高
い資金により、ハード・ソフト事業のそれぞれのニーズに対応するものです（補助率80％、基幹事業の事業
費の35％が上限）。
※�本文は、復興庁ホームページ「復興交付金制度（制度要綱・交付要綱等）内PDFデータ「東日本大震災復興交付金制度概要[令和4年7月更新]
　https://www.reconstruction.go.jp/topics/20220729_fukkoukoufukinseidogaiyou.pdf」を参考に作成。

№ 省庁
事
業
番
号

事業名 区
分

事
業
数

交
付
団
体

事
業
主
体

執行額

事業費
（百万円）

国費
（百万円）

1 文部科学省 A 2 学校施設環境改善事業(公立学校の耐震化等) 12 市 市 1,079 725

2 文部科学省 A 2 学校施設環境改善事業(公立学校の耐震化等) ◆ 2 市 市 488 391

3 文部科学省 A 3 幼稚園等の複合化・多機能化推進事業 1 県 市 9 7

4 文部科学省 A 4 埋蔵文化財発掘調査事業 1 市 市 85 64

5 文部科学省 A 4 埋蔵文化財発掘調査事業 ◆ 1 市 市 91 73

6 文部科学省 A 4 埋蔵文化財発掘調査事業 1 県 県 20 15

7 厚生労働省 B 3 保育所等の複合化・多機能化推進事業 ◆ 2 市 市 589 471

8 厚生労働省 B 3 保育所等の複合化・多機能化推進事業 3 県 市 101 73

9 農林水産省 C 1 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（集落排水等の集落基盤、農
地等の生産基盤整備等） 1 市 市 417 313

10 農林水産省 C 1 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（集落排水等の集落基盤、農
地等の生産基盤整備等） ◆ 1 市 市 404 324

11 農林水産省 C 1 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（集落排水等の集落基盤、農
地等の生産基盤整備等） 9 県 県 13,187 10,196

12 農林水産省 C 1 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（集落排水等の集落基盤、農
地等の生産基盤整備等） ◆ 2 県 県 24 19

13 農林水産省 C 2 農山漁村活性化プロジェクト支援(復興対策)事業（被災した生産施
設、生活環境施設、地域間交流拠点整備等） 1 県 県 18 14

14 農林水産省 C 3 震災対策・戦略作物生産基盤整備事業（麦・大豆等の生産に必要と
なる水利施設整備等） 1 市 市 617 463

15 農林水産省 C 4 被災地域農業復興総合支援事業（農業用施設整備等） ◆ 1 市 市 5 4

16 農林水産省 C 4 被災地域農業復興総合支援事業（農業用施設整備等） 5 県 市 4,147 3,110

17 農林水産省 C 5 漁業集落防災機能強化事業（漁業集落地盤嵩上げ、生活基盤整備
等） 25 市 市 11,235 8,426

18 農林水産省 C 6 漁港施設機能強化事業（漁港施設用地嵩上げ、排水対策等） 2 市 市 2,180 1,639

❖事業別執行状況一覧
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※◆は、効果促進事業
※☆は、効果促進事業一括配分（農林水産省事業）
※★は、効果促進事業一括配分（国土交通省事業）

№ 省庁
事
業
番
号

事業名 区
分

事
業
数

交
付
団
体

事
業
主
体

執行額

事業費
（百万円）

国費
（百万円）

19 農林水産省 C 6 漁港施設機能強化事業（漁港施設用地嵩上げ、排水対策等） 2 県 市 484 365

20 農林水産省 C 7 水産業共同利用施設復興整備事業（水産業共同利用施設、漁港施設、
放流用種苗生産施設整備等） 7 市 市 19,745 15,378

21 農林水産省 C 7 水産業共同利用施設復興整備事業（水産業共同利用施設、漁港施設、
放流用種苗生産施設整備等） ◆ 2 市 市 903 723

22 農林水産省 C 8 農林水産関係試験研究機関緊急整備事業 1 県 県 406 305

23 国土交通省 D 1 道路事業（市街地相互の接続道路等） 18 市 市 18,749 14,530

24 国土交通省 D 1 道路事業（市街地相互の接続道路等） 16 県 県 73,836 57,223

25 国土交通省 D 2 道路事業（高台移転等に伴う道路整備（区画整理）） 12 市 市 8,824 6,839

26 国土交通省 D 4 災害公営住宅整備事業等(災害公営住宅の整備、災害公営住宅に係る
用地取得造成等) 100 市 市 124,246 108,715

27 国土交通省 D 4 災害公営住宅整備事業等(災害公営住宅の整備、災害公営住宅に係る
用地取得造成等) ◆ 4 市 市 441 353

28 国土交通省 D 5 災害公営住宅家賃低廉化事業 2 市 市 21,768 18,953

29 国土交通省 D 6 東日本大震災特別家賃低減事業 1 市 市 2,432 1,824

30 国土交通省 D 11 優良建築物等整備事業 8 市 市 2,218 1,663

31 国土交通省 D 13 住宅・建築物安全ストック形成事業（がけ地近接等危険住宅移転事業） 1 市 市 3,087 2,315

32 国土交通省 D 15 津波復興拠点整備事業 1 市 市 4,823 3,617

33 国土交通省 D 15 津波復興拠点整備事業 ◆ 1 市 市 4 3

34 国土交通省 D 16 市街地再開発事業 6 市 市 3,216 2,375

35 国土交通省 D 17 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業等） 21 市 市 26,767 20,075

36 国土交通省 D 17 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業等） ◆ 5 市 市 969 775

37 国土交通省 D 20 都市防災推進事業（都市防災総合推進事業） 7 市 市 1,344 905

38 国土交通省 D 20 都市防災推進事業（都市防災総合推進事業） ◆ 5 市 市 1,155 924

39 国土交通省 D 21 下水道事業 31 市 市 153,390 115,042

40 国土交通省 D 21 下水道事業 ◆ 3 市 市 2,670 2,136

41 国土交通省 D 22 都市公園事業 4 市 市 3,620 2,549

42 国土交通省 D 22 都市公園事業 ◆ 4 市 市 1,906 1,525

43 国土交通省 D 22 都市公園事業 2 県 県 1,331 987

44 国土交通省 D 22 都市公園事業 ◆ 3 県 県 604 483

45 国土交通省 D 23 防災集団移転促進事業 55 市 市 89,079 77,408

46 国土交通省 D 23 防災集団移転促進事業 ◆ 18 市 市 19,483 15,587

47 環境省 E 1 低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業 3 市 市 357 267

48 農林水産省 F 1 漁業集落復興効果促進事業（一括配分） ☆ 1 市 市 642 514

49 国土交通省 F 2 市街地復興効果促進事業（一括配分） ★ 1 市 市 49,296 39,436

50 農林水産省 F 3 漁業集落復興効果促進事業（一括配分） ☆ 1 県 県 56 45

51 国土交通省 F 4 市街地復興効果促進事業（一括配分） ★ 1 県 県 906 724

合計 － 418 － － 673,453 540,890
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災害協定一覧
1．広域関連団体等協定

№ 協定名 内容等 締結年月日 締結先

1 宮城県広域消防相互応援協定書 人命救助と被害軽減などに
関する消防相互応援 1992（H4）年4月1日 宮城県

2 宮城県広域航空消防応援協定書 防災ヘリコプターの応援要請 1992（H4）年4月1日 宮城県

3 日本水道協会宮城県支部
「災害時相互応援計画」

支部内の応急給水・復旧など
の相互協力 1999（H11）年6月30日 日本水道協会宮城県支部

4 宮城県内航空消防応援協定書 消防ヘリコプターの応援要請 2001（H13）年4月1日 仙台市

5
宮城県防災ヘリコプターを使用した大規
模特殊災害時における広域航空消防応
援に関する協定書

防災ヘリコプター派遣職員の
応援派遣要請 2004（H16）年4月1日 宮城県、仙台市

6 小型動力ポンプ付水槽車による緊急
飲料水の供給等に関する協定書

大型水槽車による応急給水
など 2007（H19）年3月15日 石巻地区広域行政事務組合

7 災害時における応急復旧活動等に関する
協定書

応急給水、応急復旧、情報収
集、広報活動など 2007（H19）年11月8日 石巻広域管工事業協同組合

8 大規模災害時等における施設の使用に
関する協定書

河北警察署が使用不能になった
場合の石巻市情報プラザおよび
河北総合センターの施設使用

2008（H20）年3月27日 河北警察署

9 石巻市・美里町・涌谷町消防相互応援協定 火災における消防相互応援 2009（H21）年8月31日 美里町、涌谷町

10 大規模災害時等における施設の使用に
関する協定書

石巻警察署が使用不能に
なった場合の石巻市総合
体育館の施設使用

2012（H24）年12月4日 石巻警察署

2．広域避難に関する協定
№ 協定名 内容等 締結年月日 締結先

1
原子力災害時にお
ける住民の広域避
難に関する協定

原子力災害時
における住民
の広域避難

2017（H29）年
12月1日

仙台市、塩釜市、気仙沼市、白石市、角田市、多賀城市、登米市、栗原市、大崎市、
富谷市、蔵王町、七ヶ宿町、大河原町、村田町、柴田町、川崎町、丸森町、松島町、
七ヶ浜町、利府町、大和町、大郷町、大衡村、色麻町、加美町、涌谷町、美里町

3．相互応援協定
№ 協定名 内容等 締結年月日 締結先

1 広域石巻圏防災に関する
相互応援協定書

広域石巻圏（旧１市９町）間の
救助、復旧の相互協力 1996（H8）年9月6日 女川町、東松島市

2 災害時における宮城県市町村相互
応援協定書及び同協定実施要領

県内全市町村相互間の物資、
資機材の提供および職員派遣 2004（H16）年7月26日 東部地方振興事務所、

宮城県

3 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2006（H18）年2月13日 茨城県ひたちなか市

4 石巻市と平塚市の災害時相互応援に関する
協定及び同協定実施細目

救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2006（H18）年4月1日 神奈川県平塚市

5 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2011（H23）年7月22日 東京都葛飾区

6 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2012（H24）年4月5日 東京都中央区

7 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2012（H24）年4月12日

大崎市、山形県新庄市、
山形県酒田市(ウエスト
ライン）

8 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2012（H24）年7月10日 秋田県湯沢市

9 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2012（H24）年8月4日 山形県河北町、

徳島県藍住町

10 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2012（H24）年11月15日 熊本県八代市

11 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2012（H24）年11月21日 香川県丸亀市
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12 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2013（H25）年2月6日 東京都狛江市

13 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2015（H27）年11月12日 長野県諏訪市

14 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2016（H28）年3月11日 兵庫県芦屋市

15 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2016（H28）年4月8日 山口県萩市

16 災害時相互応援協定 救助、復旧の相互協力
(役務提供物資調達) 2022（R4）年10月18日 新潟県柏崎市

4．支援協力に関する協定
№ 協定名 内容等 締結年月日 締結先

1 災害時における海上輸送体制の確
保に関する協定 海上輸送（船舶、港湾、荷役）の確保 1997（H9）年12月1日 石巻工業港企業連絡協議会

宮城県開発㈱石巻出張所

2 大規模災害時における建築物等の
解体撤去等の協力に関する協定書

倒壊、焼失した建築物などの解体
撤去など 2002（H14）年3月13日 宮城県解体工事業協同組合

3 災害時における応急生活物資供給
等の協力に関する協定書 応急生活物資供給 2003（H15）年3月28日 ㈱セブン-イレブン・ジャパン

4 災害時における応急生活物資供給
等の協力に関する協定書 応急生活物資供給 2003（H15）年9月11日 ㈱イトーヨーカ堂あけぼの店

5
災害時における応急生活物資の供
給協力等に関する協定書及び同協
定実施細目

応急生活物資供給 2004（H16）年1月6日 みやぎ生活協同組合

6 集中降雨による浸水等に対する協
力に関する覚書

集中降雨時における特定地域のし
尿くみ取り 2004（H16）年1月15日 石巻環境保全事業協同組合

7 災害時における応急生活物資供給
等の協力に関する協定書 応急生活物資供給 2004（H16）年3月31日 ㈱ツルハ中里店、大街道店

8
大規模災害時における災害ボラン
ティアセンターの設置・運営に関す
る覚書

ボランティア活動を円滑、効果的か
つ安全に行うための協力 2005（H17）年9月13日 宮城県、

石巻市社会福祉協議会

9 災害時における応急対策業務に関
する協定書 建設資機材などの供給 2014（H26）年9月9日 石巻市災害防止協会

10 大規模災害発生時における消火活
動等の業務に関する協定書 消火用水、応急復旧資機材の供給 2006（H18）年2月21日 石巻地区生コンクリート

協同組合

11
災害時における資器材等物資の供
給協力に関する協定書及び同協定
実施細目

資機材等物資の供給 2006（H18）年5月22日 DCM㈱

12 災害時における支援協力に関する
協定書 応急生活物資の供給および運搬 2006（H18）年11月22日 イオン㈱ジャスコ石巻店

13 災害時における被災者に対する防
災活動協力に関する協定書

一時避難場所および食料生活物資
などの集積場所の提供 2006（H18）年11月22日 イオン㈱ジャスコ石巻店

14 災害時における飲料水等の供給協
力に関する協定書 応急生活物資供給 2007（H19）年3月27日 仙台コカコーラボトリング㈱

石巻営業所

15 子供とお年寄りの避難所に関する
協定書

一時避難場所および専門技術の
提供 2007（H19）年8月29日 (社)宮城県柔道整復師会

石巻地域

16 下水道関連施設災害時応急対策
業務の応援に関する協定書 下水道関連施設などの応急措置 2007（H19）年11月29日 石巻市下水道関連災害対策

連絡協議会

17 包括連携協定

1.地域づくり・まちづくりの推進に
関すること 2.観光振興や産業振興
など地域経済の発展に関すること 
3.環境の保全および防災対策の推
進に関すること 4.健康づくりに関す
ること 5.住民との協働の推進に関す
ること 6.教育・文化の振興、生涯学
習の推進に関すること7.地域の国際
化・国際交流の推進に関することなど

2008（H20）年2月4日 石巻専修大学
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18 災害時における災害情報等の放送
に関する協定 災害情報伝達体制の構築

2008（H20）年2月19日
2015（H27）年3月27日
改定
2017（H29）年3月1日
改定

石巻コミュニティ放送㈱

19 災害時における飲料水等の供給協
力に関する協定書 応急生活物資供給 2008（H20）年5月20日 ㈱伊藤園古川支店

20 災害時における飲料供給に関する
協定書 応急生活物資供給 2008（H20）年7月23日 サントリーフーズ㈱東北支社

21 災害時における被害状況調査に関
する協定書 公共土木施設の被害状況調査 2008（H20）年8月20日 石巻地区測量設計業協会

22 災害時におけるし尿・浄化槽汚泥
の収集運搬に関する協定書 し尿・浄化槽汚泥の収集運搬 2008（H20）年8月26日 石巻環境保全事業協同組合

23 災害時におけるレンタル機材の提
供に関する協定書

移動トイレ、発電機、その他のレン
タル機材の提供 2008（H20）年11月20日 ㈱アクティオ

24 防災行政無線の緊急通報に係る運
用に関する協定書

津波注意報および警報が発令され
た場合の第一報対応 2009（H21）年9月4日 石巻地区広域行政事務組合

25 災害時の情報交換（リエゾン）に関
する協定

国土交通省東北地方整備局との災
害時各種情報の交換 2009（H21）年9月16日 国土交通省 東北地方整備局

26 災害時における支援協力に関する
協定

災害時における支援協力に関する
協定 2010（H22）年1月27日 日本製紙㈱石巻工場

27 自然災害時における愛玩動物の保
護に関する協定書 災害時の愛玩動物の保護と救護 2010（H22）年9月9日 石巻獣医師会

28 災害時の医療救護活動に関する協
定書 災害時の医療救護活動 2010（H22）年10月1日 石巻市医師会

29 災害時における飲料水の無償供給
に関する協定書

災害時における飲料水の無償供給
（河北地区） 2010（H22）年12月7日 ㈱ササコーテック

30 災害時における物資供給に関する
協定書 応急生活物資の供給および運搬 2012（H24）年4月16日 ㈱コメリ

31 大規模災害時における連携に関す
る協定

施設使用協力 （災害ボランティアセ
ンター、避難所、救援物資集積所、自
衛隊集積所、臨時ヘリポートなど）

2012（H24）年5月25日 石巻専修大学

32 災害時における支援協力に関する
協定

支援物資の管理および避難所など
への物資配送 2012（H24）年11月15日 ㈱佐川急便

33 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2012（H24）年12月4日 大興水産㈱

34 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2013（H25）年2月14日 ㈲ベルカンパニー（所有者）

㈱東北ゆうあい（使用者）

35 Google・石巻市 復興と防災への
取り組みに関する協定

Googleによる災害対応サービスに
関する利用 1.Googleパーソンファ
インダー(被災地における安否情報
発信・検索） 2.避難所情報・避難ルー
トおよびハザードマップの地図サー
ビス 3.ガス・水道・道路など、各種ラ
イフラインの状況についての地図
サービス

2013（H25）年3月7日 Google Ireland Limited

36 災害時におけるＬＰガス等の供給
協力に関する協定 災害時のＬＰガスなどの供給 2013（H25）年3月28日

(社)宮城県エルピーガス協会
石巻第一支部、同石巻第二
支部、同河北女川支部

37
津波・洪水等の災害時における避
難場所及び避難路としての使用に
関する協定書

一時避難場所の提供に関する協定書 2013（H25）年5月1日 ㈱ユー・エス

38 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2013（H25）年5月13日 宮城エキスプレス㈱

39
生活物資の供給協力に関する協
定書（地域活性化包括連携協定も
連立）

応急生活物資の供給および運搬 2013（H25）年5月27日 ㈱ファミリーマート
東北第一地区営業統括部
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40 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2013（H25）年6月27日 東海カーボン㈱石巻工場

41 緊急物資の輸送に関する協定書 生活救援物資などの輸送 2013（H25）年10月2日 （公社）宮城県トラック協会
石巻支部

42
株式会社かほく・上品の郷と石巻
市との「災害時における支援協力
に関する協定」

1.避難収容のための施設、備品の
使用 2.避難者への食料・飲料水な
どの提供 3.救援物資の提供 4.防
災関係機関の活動支援 5.道路情
報、被災情報などの発信 6.その他
必要と認める事項

2013（H25）年10月3日 ㈱かほく・上品の郷

43 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2013（H25）年10月15日 日野測量設計㈱

44 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2013（H25）年11月29日 社会福祉法人

石巻祥心会フェイシス

45 災害時における県立学校の避難所
利用に関する基本協定

石巻、石巻好文館、石巻北、宮城県
水産、石巻工業、石巻商業および石
巻北飯野川校グラウンドの避難所
利用

2014（H26）年1月15日
2017（H29）年3月15日再
締結

宮城県教育委員会

46 津波避難場所に関する協定書 津波における一時避難場所施設の
提供 2014（H26）年6月5日 第二管区海上保安部

47 災害時における県立６高等学校の
避難所利用についての覚書

石巻、石巻好文館、石巻北、宮城県
水産、石巻工業、石巻商業および石
巻北飯野川校グラウンドの避難所
利用

2014（H26）年10月15日
石巻・石巻好文館・石巻北（飯
野川校含む）・宮城県水産・石
巻工業・石巻商業の各学校

48 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2014（H26）年10月23日 阿部勝自動車工業㈱

49 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2014（H26）年12月22日 ㈱上野総建

50 災害時における物資供給に関する
協定書 応急生活物資の供給および運搬 2015（H27）年3月11日 メタウォーター㈱

51 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2015（H27）年3月13日 社会福祉法人 みやぎ会

（特別老人ホームはしうら）

52 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2015（H27）年3月16日 湊水産㈱

53
全国瞬時警報システムにより配信
される緊急情報の放送に関する
協定

Ｊアラートによる緊急情報のラジオ
放送

2015（H27）年3月27日
2017（H29）年3月1日
改定

石巻コミュニティ放送㈱

54 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2015（H27）年4月14日 ヒューネッツジャパン㈱

（アムズガーデン石巻湊店）

55 災害時における避難所等施設利用
に関する協定書 大学の避難所利用 2015（H27）年6月10日 石巻専修大学

56 災害時における隊友会の協力に関
する協定書 自衛隊への情報伝達 2015（H27）年7月6日 （公社）宮城県隊友会

石巻統合支部

57
災害時における棺等葬祭用品の供
給及び遺体搬送等の協力に関する
協定書

棺など葬祭用品の供給および作業
などの役務の提供
遺体の搬送

2015（H27）年8月21日 石巻葬祭サポート
連絡協議会（13社）

58 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2016（H28）年3月31日 協業組合石巻廃棄物

処理センター

59 災害時における相互協力に関する
覚書

災害時における児童の避難活動の
協力
災害復旧車両の駐車場としての保
育所用地利用

2016（H28）年7月1日 東北電力㈱石巻営業所

60 災害時応援に関する協定 災害時における応急対策の応援 2016（H28）年7月15日 ㈱日立製作所東北支社

61 津波避難タワーに係る土地利用
協定 避難経路としての土地利用 2016（H28）年8月1日 ㈱ヤマニシ

62 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2016（H28）年9月27日 中央一丁目14・15番地区

市街地再開発組合
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63 石巻市・日本下水道事業団災害支
援協定

災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年3月17日 日本下水道事業団

64 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年3月30日 荏原実業㈱東北営業所

65 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年3月30日 メタウォーター㈱東北営業所

66 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年5月12日 ㈱ミゾタ 仙台営業所

67 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年5月16日 シンフォニアテクノロジー㈱

東北営業所

68 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年5月16日 ㈱電業社機械製作所

東北支店

69 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年5月16日 ㈱石垣 東北支店

70 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年5月16日 前澤工業㈱東北支店

71 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年5月18日 月島機械㈱仙台支店

72 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年5月18日

アズビル㈱
アドバンスオートメーション
カンパニー 東北支店

73 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年5月18日 新菱工業㈱

東北営業所

74 災害時の歯科医療救護活動に関す
る協定 災害時の歯科医療救護活動 2017（H29）年5月18日 （一社）石巻歯科医師会

75 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年5月29日 ㈱クボタ 東北支社

76 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年5月29日 ㈱明電舎 東北支店

77 包括連携協定

1.施策推進や地域課題の解決に係
る人的資源、知的資源の活用に関
すること 2.東北大学の研究深化に
関わる人的資源、知的資源の活用
に関すること 3.その他前条の目的
を達成するため、協議して必要と認
める事項

2017（H29）年5月29日 東北大学
災害科学国際研究所

78 災害時における医療救護活動に関
する協定書 災害時の医療救護活動 2017（H29）年7月7日 （一社）石巻薬剤師会

79 包括連携協定

1.日常の防災活動および大規模災
害発生時の対応に関すること 2.道
路損傷などの情報提供に関するこ
と 3.廃棄物の不法投棄行為や資
源物持ち去り行為の情報提供に関
すること 4.地域・暮らしの安全安心
に関すること 5.地域活性化に関す
ること 6.前各号に定めるもののほ
か、地域経済の活性化・住民サービ
スの向上に関すること

2017（H29）年8月21日 石巻市内郵便局

80 包括連携協定

1.地産地消と市産品の販路拡大に
関すること 2.市政情報と観光情報
の発信に関すること 3.食育と健康
増進に関すること 4.環境保全とリ
サイクルに関すること 5.地域や暮
らしの安全安心に関すること 6.子
どもと青少年の育成に関すること 
7.高齢者と障がい者の支援に関す
ること 8.地域防災と災害対策に関
すること 9.地域社会の活性化およ
び市民サービスの向上に関すること

2017（H29）年9月9日 宮城生活協同組合
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81 包括連携協定

1.東日本大震災からの復旧・復興に
向けた中心市街地のまちづくりの
ための地図整備に関する事項 2.大
規模災害時における復旧・復興支援
に関する事項 3.相互連携による相
続登記の促進に関する事項 4.住民
サービスの向上などに関する事項 
5.その他前条の目的を達成するた
めに必要と認められる事項

2017（H29）年9月19日 仙台法務局

82 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年9月20日 ㈱荏原製作所 東北支社

83 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年9月25日 ヤンマーエネルギーシステ

ム㈱仙台支店

84 包括連携協定

1.地産地消と市産品の販路拡大に
関すること 2.市政情報と観光情報
の発信に関すること 3.食育と健康
増進に関すること 4.環境保全とリ
サイクルに関すること 5.地域や暮
らしの安全安心に関すること 6.子
どもと青少年の育成に関すること 
7.高齢者と障がい者の支援に関す
ること 8.地域防災と災害対策に関
すること 9.地域社会の活性化およ
び市民サービスの向上に関すること

2017（H29）年9月29日
㈱ヨークベニマル
㈱イトーヨーカ堂
㈱セブン-イレブン・ジャパン

85 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2017（H29）年12月27日 ㈱丸島アクアシステム

仙台支店

86 災害時における医療救護活動に関
する協定書 災害時の医療救護活動 2018（H30）年2月7日 （一社）桃生郡医師会

87 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2018（H30）年3月19日 盛信冷凍庫㈱

88 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2018（H30）年4月1日 東芝インフラシステムズ㈱

東北支社

89 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2018（H30）年6月5日 ㈱フソウ 東北支店

90 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2018（H30）年7月2日 住友重機械エンバイロメント

㈱東北支店

91 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2018（H30）年7月2日 ㈱鶴見製作所 東北支店

92 災害時の相互応援に関する協定書
保有する電気自動車（EV）による避
難所などでの電源供給および市民
への車両貸出の実施など

2018（H30）年8月17日 （一社）日本カーシェアリング
協会

93 原子力災害時の船舶による輸送等
に関する協定書

原子力災害時における牡鹿半島お
よび離島住民などの避難輸送など
の実施

2019（H31）年1月18日 網地島ライン㈱

94 包括連携協定

1.地方創生のための産業・企業の振
興に関すること 2.地域の安全安心に
関すること 3.観光振興、シティセー
ルスに関すること 4.健康増進に関す
ること 5.スポーツ、文化振興に関す
ること 6.その他目的を達成するため
に必要な事業に関すること

2019（H31）年1月23日 三井住友海上火災保険㈱

95 包括連携協定

1.健康づくり・歯科保健対策に関
すること 2.災害対策に関すること 
3.シティプロモーションおよびブラ
ンド認知向上に関すること 4.男女
共同参画社会の推進に関すること 
5.その他目的を達成するために必
要な事業に関すること

2019（H31）年1月28日 ライオン㈱

405



東
日
本
大
震
災
復
興
記
録
誌

資 料 編

№ 協定名 内容等 締結年月日 締結先

96 包括連携協定

1.地域産業の振興・支援に関するこ
と 2.地域の安全安心に関すること 
3.観光振興、シティセールスに関
すること 4.健康増進に関すること 
5.環境・防災・キャリア教育に関する
こと 6.オリンピック・パラリンピッ
クに関すること 7.その他目的を達
成するために必要な事業に関する
こと

2019（H31）年1月31日 東京海上日動火災保険㈱

97 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2019（H31）年4月1日 日新電機㈱東北支店

98 災害復旧応援に関する協定書 災害時の下水道施設の維持・修繕
工事の支援 2019（H31）年4月1日 ㈱日立インダストリアル

プロダクツ北部支店

99 包括連携協定

1.地域の発展に関すること 2.大
学および地域の人材育成に関する
こと※地域防災リーダー育成など 
3.学術・学際に関すること 4.その
他必要と認めること

2019（H31）年4月26日 東北福祉大学

100 災害時における支援協力に関する
協定書

がれき、車両などの撤去、運搬、建
設用機械の貸出 2019（R元）年11月8日 隆盛重機㈲

101 災害時における支援協力に関する
協定書

がれき、車両などの撤去、運搬、支
援物資などの輸送 2019（R元）年11月8日 ㈱三條商事

102 災害時における支援協力に関する
協定書

会社敷地および社屋の避難場所と
しての利用 2019（R元）年11月12日 ㈱ヴィアンドコーポレーショ

ン

103 災害時における支援協力に関する
協定書 支援物資などの輸送 2019（R元）年11月15日 ㈱サンワテック

104 災害時における支援協力に関する
協定書

公共設備（電気設備など）の復旧
作業 2019（R元）年11月15日 ㈱協和産業

105 災害時における支援協力に関する
協定書 支援物資などの輸送 2019（R元）年11月20日 ㈱エハタ運輸

106 災害時における支援協力に関する
協定書

会社敷地および社屋の避難場所とし
ての利用、避難者、人員などの輸送 2019（R元）年11月21日 ㈲大平工業

107 災害時における支援協力に関する
協定書 公共設備（下水道）の復旧作業 2019（R元）年11月22日 東亜環境サービス㈱

108 災害時における支援協力に関する
協定書 がれき、車両などの撤去、運搬 2019（R元）年11月27日 ㈱ヒルタ

109 災害時における支援協力に関する
協定書

会社敷地および社屋の避難場所と
しての利用、がれき、車両などの撤
去、運搬

2019（R元）年12月5日 ㈲中野工業

110 災害時における支援協力に関する
協定書 支援物資などの輸送 2019（R元）年12月5日 ㈲信陽

111 災害時における支援協力に関する
協定書

がれき、車両などの撤去、運搬、支
援物資などの運送 2019（R元）年12月5日 ㈱野川商店

112 津波避難場所管理協定 津波における一時避難場所施設の
提供 2019（R元）年12月5日 デュオヒルズ石巻マークス

113 災害時における支援協力に関する
協定書 支援物資（燃料）の供給 2019（R元）年12月16日 ㈱岩城屋商店

114 災害時における支援協力に関する
協定書

会社敷地および社屋の避難場所と
しての利用、支援物資（木質燃料）
の供給

2019（R元）年12月19日 ㈲戸田商店

115 東北地方津波防災支援システムの
活用に関する協定書 津波防災支援システムの利用 2020（R2）年1月27日 国土交通省 

東北地方整備局

116 災害時における段ボール製品の供
給に関する協定書 段ボールベッドの供給 2020（R2）年2月3日 レンゴー㈱新仙台工場

117 災害時における段ボール製品の供
給に関する協定書 段ボールベッドの供給 2020（R2）年2月17日 今野梱包㈱
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118 包括連携協定

1.地産地消と市産品の販路拡大に
関すること 2.市政情報と観光情報
の発信に関すること 3.食育と健康
増進に関すること 4.環境保全とリ
サイクルに関すること 5.地域や暮
らしの安全安心に関すること 6.子
どもと青少年の育成に関すること 
7.高齢者と障がい者の支援に関す
ること 8.地域防災と災害対策に関
すること 9.地域WAONカードの活
用に関すること 10.その他、地域
の活性化および市民サービスの向
上に関すること

2020（R2）年4月14日 イオン㈱

119 災害時等における電動車両及び給
電装置の貸与に関する協力協定書 電動車両の貸与 2020（R2）年10月9日 宮城三菱自動車販売㈱

120 災害時に係る情報発信等に関する
協定

Yahoo!防災速報の利用、市HPの
キャッシュサイトの提供など 2020（R2）年10月9日 ヤフー㈱

121 災害時における支援協力に関する
協定書 支援物資などの輸送 2021（R3）年1月28日 ㈲フジイ

122 災害時における支援協力に関する
協定書 公共建築物の復旧作業 2021（R3）年1月28日 雅土木

123 災害時における支援協力に関する
協定書

会社敷地および社屋の避難場所と
しての利用 2021（R3）年1月28日 富国工業㈱

124 災害時における支援協力に関する
協定書

会社敷地および社屋の避難場所と
しての利用 2021（R3）年2月3日 夢街工場

125 災害時における支援協力に関する
協定書 車両（不動車）の撤去作業 2021（R3）年2月4日 ㈲マルカメ自動車工業

126 災害時における支援協力に関する
協定書

公共設備（電気設備など）の復旧
作業 2021（R3）年2月15日 ㈱ユアテック

127 災害時における支援協力に関する
協定書

支援物資（蓄熱・保冷剤、油吸着材）
の提供 2021（R3）年5月24日 ㈱アルファテクノ

128 災害時における応急措置の協力に
関する協定

災害時における倒木などに関する
応急措置 2021（R3）年5月31日 石巻地区森林組合

129 包括連携協定

1.ＳＤＧｓの普及啓発に関すること 
2.科学的根拠に基づいた熱中症対
策に関すること 3.スポーツを通し
た健康づくりに関すること 4.食育
と健康増進に関すること 5.災害対
策に関すること 6.その他目的を達
成するために必要な事業に関する
こと

2021（R3）年7月27日 大塚製薬㈱

130 包括連携協定

1.コミュニティ・カーシェアリングの
普及促進に関すること 2.生活困窮
者の生活支援に関すること 3.ＳＤＧ
ｓの普及啓発に関すること 4.震災
伝承に関すること 5.地域防災と災
害対策に関すること 6.地域の魅力
発信や観光振興に関すること 7.そ
の他目的を達成するために必要に
事業に関すること

2021（R3）年7月30日 （一社）日本カーシェアリング
協会

131 地震災害時の応急対策活動協力
に関する協定書

災害時における被災建物の応急危
険度判定の実施 2021（R3）年9月1日

（一社）宮城県建築士会、（一
社）宮城県建築士事業所協
会、（公社）日本建築家協会
東北支部宮城地域会

132 災害時における電力設備の復旧等
に関する協定書 災害などにおける電力設備復旧 2021（R3）年9月1日 東北電力ネットワーク㈱

石巻電力センター
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133 包括連携協定

1.防災・減災に関すること 2.交通安
全に関すること 3.健康増進に関す
ること 4.高齢者福祉に関すること 
5.地方創生に関すること 6.SDGs
の普及啓発に関すること 7.その他
目的を達成するために必要な事業
に関すること

2022（R4）年8月26日 損害保険ジャパン㈱

134 災害時における資機材の優先提供
協力に関する協定書 災害時における資機材の提供 2022（R4）年10月24日 ㈱橋本店

135 漁港等の施設の災害復旧支援に関
する協定

被災した漁港などの施設の迅速な
復旧 2022（R4）年11月5日 （一社）水産土木技術

センター

136 包括連携協定

1.安全安心な地域づくりに関する
こと 2.災害対策に関すること 3.市
政情報・地域の魅力発信に関するこ
と 4.産業振興・地場産品の販売促
進に関すること 5.環境維持・保全に
関すること 6.地域福祉に関するこ
と 7.SDGsの普及啓発に関するこ
と 8.その他目的を達成するために
必要な事業に関すること

2022（R4）年11月11日 ヤマト運輸㈱

137 災害時における支援協力に関する
連携協定

災害時における物資などの輸送力
の提供など 2023（R5）年1月11日

（一社）AZ-COM丸和・支援
ネットワークおよび㈱東北丸
和ロジスティクス

138 包括連携協定

1.地域の観光資源を活用した地
域活性化に関すること 2.景観、街
並み保全およびまちづくりに関す
ること 3.地場産業の持続的発展
および産業振興全般に関するこ
と 4.防災・減災対策に関すること 
5.SDGsの普及・啓発に関すること 
6.その他本協定の目的を達成する
ために必要な事項および調査研究
に関すること

2023（R5）年2月2日 東北工業大学

139 石巻市災害ボランティアセンター
の設置・運営等に関する協定

災害時にボランティアセンターを円
滑に設置・運営できる連携体制の確
立など

2023（R5）年3月28日 社会福祉法人
石巻市社会福祉協議会

140 災害時におけるガス設備復旧等に
関する協定

災害発生時の情報提供および大規
模災害発生時における復旧拠点な
どとして利用可能な市施設の提供
に関する協力

2023（R5）年5月8日 石巻ガス㈱

※各協定は2023（令和5）年5月8日現在のもの。
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